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緒言

現在、学校の健康診断では遠見視力検査しか行われていない。学校教育を

円滑に進めるためには、「教室のどこから見ても黒板の文字が見える視力が必

要である」ということから発した現行の遠見視力検査であるが、小学校から

一人一台のコンピュータが導入されるなど近見視力が必要な場面は増えてき

ている。さらに、遠視系の近見視力不良の場合は、視神経の発達が完了する

までに発見して対処しないと、弱視になることもある。早期発見・早期管理

が必要である。また、近見視力不良者は近業時に負担を有していることも、

報告１）してきた。

しかしながら、「学童期には遠見視力不良者が増加し、発見された遠見視力

不良者は事後措置として眼科医院を受診するから近見視力不良も発見され対

処される」と考えられ、学校の健康診断への近見視力検査の導入が困難を極

めている。

そこで、「視力検査で発見された遠見視力不良者は近見視力の管理も行われ
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ているか」を検証した。

方法

２００９年２月、千葉県浦安市のA小学校において、全児童８５４人（男児４１５人、

女児４３８人）を対象に、遠見視力検査・近見視力検査・屈折検査・質問紙調査

を行った。

検査対象者の内訳は、１年生：男児６０人、女児７０人、２年生：男児６２人、

女児７９人、３年生：男児７２人、女児８７人、４年生：男児７９人、女児７１人、５

年生：男児６６人、女児５５人、６年生：男児７０人、女児７２人、支援学級：男児

６人、女児４人であった。

遠見視力検査は５mランドルト環単一視標（「０．３」「０．７」「１．０」）による簡

易検査を、近見視力検査は３０㎝ランドルト環単一視標（「０．３」「０．５」「０．８」）

による簡易検査を行なった。遠見視力検査は、現在学校の定期健康診断で実

施されている「３７０方式」による簡易遠見視力検査である。近見視力検査は、

筆者らが考案し普及に努めている「場所・時間・人手・経費の負担が少ない」

簡易近見視力検査２）である。

まず、２００９年１月２７日（配布）～２月２日（回収締切）に、全児童を対象

に保護者記入による「視覚情報入手に関する」質問紙調査３）を実施した。そし

て、質問紙調査書を保健調査書として利用し、２００９年２月３日・４日・６日・

９日・１０日の５日間、遠見視力検査・近見視力検査・屈折検査を行なった。

屈折検査は、オートレフケラトメータ（NVISION―K５００１味の素トレーディン

グ株式会社製）を使って実施した。遠見視力検査・近見視力検査・屈折検査

を行なったのは、「かわばた眼科医院」検査士の梅澤竜彦氏・長戸栄卓氏・丹

羽慶一氏・秋本直子氏・生方北斗氏の５名である。また、ヘルス照度計「ア

イヘルス」（進和技術研究所製）により測定した検査照度は、検査室８５０lx、遠

見視標面９００lx、近見視標面７００lx、オートレフケラトメータあご乗せ部６５０lx

であった。
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近見視力不良の原因を明らかにするために、近見視力検査の結果、１眼で

も「０．８未満」４）の子どもには、専門の医療機関における精密検査の受診を勧

告した。浦安市では、２００８年１０月から１２歳未満の子どもの医療費は市が負担

することになったため、家庭の経済的負担は少なくなることを勘案し、受診

を勧告された子どもの多くが眼科医院を訪れる５）ことを期待しての２月実施

であった。

得られた資料の統計処理はSPSS（Ver１３）により、χ２検定を行なった。

結果と考察

学校保健法では、遠見視力検査の結果、１眼でも裸眼視力「１．０未満」の子

どもを視力不良者としており、事後措置として専門の医療機関での受診を勧

告することになっている。しかし、現在、近見視力検査は学校の視力検査で

は行われていないので、スクリーニングの基準値も決められていない。そこ

で、筆者らは先行研究６）に基づいて、「眼前の活字を読むのに必要な視力」の

観点から、近見視力検査のスクリーニングの基準値を「０．８」とし７）、近見視

力検査後には、１眼でも裸眼視力「０．８未満」の子どもに専門の医療機関での

受診を勧告している。本分析においても、近見視力の基準値を「０．８」として

統計処理を行った。

また、「遠見視力の管理」が行われた子どもは「近見視力の管理」も行われ

ているかを検証するために、日常視力値（日常生活を裸眼で過ごしている者

は裸眼視力、眼鏡装用で過ごしている者は眼鏡視力＝矯正視力）の分析を行

なった。

１．遠見視力検査結果

まず、遠見視力検査結果について分析した。

A小学校の視力不良者（裸眼視力が１眼でも「１．０未満」）の割合８）は４０．１％

（２８３人）であった。文部科学省の『平成２０年度学校保健統計調査報告書』に
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p<０．００１

表１．学年別の遠見視力検査結果（右眼）

よると、小学校の場合、視力不良者が占める割合の全国平均は２９．９％である

から、A小学校の視力不良者の割合は、１０ポイント以上高値であった。

しかしながら、１９９５年に学校保健法施行規則の一部が改正され、眼鏡・コ

ンタクトレンズ装用者は矯正視力のみの検査でも可となり、教育現場では、

「１眼でも裸眼視力『１．０未満』」者の算出９）において一致しておらず、混乱を

きたしているのが実情である。具体的には、!眼鏡装用者を統計から除外（裸

眼視力検査をした者のみが統計の対象）"眼鏡装用者も裸眼視力検査を行な

い、全ての子どもが統計の対象#さらに問題なのは、眼鏡装用者が少ない小

学校段階では、眼鏡装用者がいるクラスを統計から除外する、等の方法であ

る。都道府県や市町村教育委員会によって算出方法は異なっており、『学校保

健統計調査報告書』の「視力不良者の割合」を全国平均の指標にすることは

困難になってきた。

右眼・左眼別の裸眼視力「１．０未満」が占める割合は、右眼の場合４５．２％、

左眼の場合４３．８％であった。

学年別の遠見視力検査結果は、表１～表２の通りであった。小数点第２位

を四捨五入しており、合計１００％にならない場合もある（以下同様）。
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p<０．００１

表２．学年別の遠見視力検査結果（左眼）

２．日常遠見視力

引き続き、学年別の日常遠見視力について分析した。

今回の目的は、現行の遠見視力検査の結果、「遠見視力の管理も近見視力の

管理もできているか」の検証なので、矯正視力でも、遠見視力の場合「１．０以

上」なら、近見視力の場合「０．８以上」なら、視力管理が成されていると考え

られる。

まず、眼鏡装用者の割合であるが、「常時使用」と「学習時のみ使用」を合

わせると、全校では２２．１％（１７７人）であった。学年と眼鏡装用者の関連では、

高学年のほうが眼鏡装用者の割合は有意に（p<０．００１）多かった（図１）。

近見視力検査の導入に向けて（５）
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図１．学年別の眼鏡装用者の割合
p<０．００１

次いで、眼鏡装用と遠見視力の関連をみた。

「遠見視力検査の当日に眼鏡を忘れた子ども」が４９人、「眼鏡を使用してい

ない」と答えながら、「眼鏡装用による矯正視力検査をした子ども」が４人い

ることが確認された（表３・表４）。そこで、「眼鏡を忘れた」ため裸眼視力

検査をした４９人を除き、「眼鏡装用による矯正視力検査をした子ども」４人を

「眼鏡を使用している」者に加えて、７８７人についての遠見視力検査結果を分

析した。

その結果、裸眼視力が「１．０未満」にもかかわらず「眼鏡を使用していない」

者の割合は、右眼２６．０％（２０５眼）、左眼２５．０％（１９７眼）、「眼鏡を使用してい

る」にもかかわらず「矯正視力１．０未満」者の割合は、右眼１１．４％（９０眼）、

左眼１２．１％（９５眼）であった。

以上の結果、日常視力「１．０未満」者の割合は、右眼の場合は３７．５％（２９５

眼）、左眼の場合は３７．１％（２９２眼）となっており、４割弱の子どもは「視力

の管理が行なわれていない」ことが判明した。遠見視力検査結果を活かした

遠見視力の管理が危惧される結果であった。
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表３．眼鏡装用と遠見視力検査結果（右眼）

p<０．００１

表４．眼鏡装用と遠見視力検査結果（左眼）

p<０．００１

引き続き、学年別に日常遠見視力を分析した（図２・図３）。

小学校１年生の場合、右眼も左眼も、全体の２０．０％（裸眼１７．０％、眼鏡装

用３．０％）が日常遠見視力「１．０未満」であった。１年生は、「視力の発達途上

にあるから１．０未満」であり、２年生になれば「１．０」に達するということも

考えられるが、もしそうであれば、２年生になると「１．０未満」者の割合は減

少するはずである。ところが、現在の２年生の結果をみると、「１．０未満」者

の割合は右眼３５．５％、左眼３２．６％であり、１年生よりも多くなっていた。な

により、今回の視力検査は２月に実施しており、２ヵ月後の４月には２年生

に進級する１年生である。これらのことからも、１年生の視力不良は「視力

の発達途上にあるから」ではないことが推察される。

１年生から２割の子どもが日常視力「１．０未満」であり、しかも、学年があ

がるにつれて日常視力「１．０未満」者の割合は多くなっていた（p<０．００１）。遠

近見視力検査の導入に向けて（５）

－４１－



図２．学年別の日常遠見視力（右眼）
p<０．００１

見視力の管理ができていないことを伺わせる結果である。遠見視力検査後に

は事後措置として、視力不良の子どもに眼科医院での受診が勧告される。眼

科医院を受診し、視力管理が行われているなら、裸眼視力「１．０未満」者の割

合は増加しても、その子どもたちは矯正視力「１．０以上」に移行するから、日

常視力「１．０未満」者の割合は増加しないはずである。ところが、裸眼視力

「１．０未満」者の割合も、矯正視力「１．０未満」者の割合も、学年が上がるにつ

れて多くなっており（表１・表２）、その結果、日常視力「１．０未満」者の割

合は増加していた。遠見視力検査が活かされていないことを示唆する結果で

あった。
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図３．学年別の日常遠見視力（左眼）
p<０．００１

３．日常遠見視力と視覚情報入手との関連

!日本眼科医会の視力測定結果の判定・解釈・指導を示す『児童生徒の視

覚検討委員会答申、２００２』によると、B（０．９～０．７）の場合、「学校生活への

影響は少ないが、近視の始まりが疑われるため眼科受診を勧め」ている。C

（０．６～０．３）の場合は、「教室の後座席からでは黒板の文字が判読できない状

態であり、屈折異常（近視・遠視・乱視）以外の眼疾患も疑われるため眼科

受診が必要」としている。D（０．２以下）の場合は、「教室の前座席からでも黒

板の文字が判読しづらい状態であり、早急に眼科受診が必要」としている１０）。

視力検査の結果、「B」「C」「D」を通知された子どもが、日本眼科医会の答

申に従って、眼科医院を受診し、視力の管理が行われているなら、日常視力

「１．０未満」の占める割合が増加することは考えられない。ところが、右眼・

左眼ともに、日常視力「１．０未満」が占める割合は、学年が上がるにつれて有

意に多くなっており（p<０．００１）、特に、CとDの割合が増加していた。６年生

になると、「CとD」が占める割合は、右眼４４．３％、左眼４４．２％となっており、

半数近くの子どもが「後部座席からでは黒板の文字が判読しづらい」、さらに

１割以上の子どもは「最前列からでも黒板の文字が判読しづらい」という結

近見視力検査の導入に向けて（５）
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果を示していた。学習能率への影響が懸念されるところである。

４．近見視力検査結果

A小学校全児童のうち、近見裸眼視力「０．８未満」者が占める割合は、右眼

２８．０％（２３４眼）、左眼２６．７％（２２３眼）であった。

学年別の近見視力検査結果を表５・表６に示した。

学年別の裸眼視力「０．８以上」者が占める割合は、１年生８２．３％（１０７眼）、

２年生８０．１％（１１３眼）、３年生７６．３％（１１９眼）、４年生７９．９％（１１９眼）、５

年生６０．０％（７２眼）、６年生５１．４％（７２眼）であった。

一方、左眼裸眼視力「０．８以上」者が占める割合は、１年生８４．６％（１１０眼）、

２年生８１．６％（１１５眼）、３年生７５．０％（１１７眼）、４年生８１．２％（１２１眼）、５

年生６０．８％（７３眼）、６年生５５．０％（７７眼）であった。

以上の結果、近見裸眼視力「０．８以上」者が占める割合は、高学年の方が少

なくなっているが有意な差異ではなかった。また、矯正視力「０．８未満」者の

割合は、２年生・４年生以外の各学年に２％前後いたが、学年による差異は

認められなかった。この２％については、「近見視力不良者として視力管理が

行われていたが、屈折度が進んだことにより矯正視力『０．８未満』になったの

か、近見視力不良なのに遠見視力不良として対処されたために矯正視力『０．８

未満』なのか」が懸念されるところである。

一方、矯正視力「０．８以上」者の割合は、高学年のほうが多いが有意な差異

ではなかった。
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表５．学年別の近見視力検査結果（右眼）

ns

表６．学年別の近見視力検査結果（左眼）

ns
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４．日常近見視力

眼鏡装用と近見視力の関連について分析した。

眼鏡を「使用している」「学習時のみ使用している」と答えながら、近見視

力検査を「裸眼で検査した」子どもが４５人いたため、視力の管理ができてい

るかの検査なので４５人を除外し、眼鏡を「使用していない」と答えながら、

眼鏡を「使用して」矯正視力検査をした子どもが４人いたので（表７・表８）、

この４人を「眼鏡使用」者に加えて、７９１人についての近見視力検査の結果を

分析した。

その結果、裸眼視力が「０．８未満」にもかかわらず眼鏡を「使用していない」

者の割合は、右眼１１．４％（９０眼）、左眼１０．１％（８０眼）、眼鏡を「使用してい

る」にもかかわらず矯正視力「０．８未満」者の割合は、右眼１．３％（１０眼）、左

眼１．４％（１１眼）であった。すなわち、日常近見視力「０．８未満」者の割合は、

右眼の場合１２．７％（１００眼）、左眼の場合１１．５％（９１眼）であった。

近見視力検査が実施されていない現在、近見裸眼視力「０．８未満」者は発見

されていない近見視力不良者であると考えられる。本人も教師も保護者も気

づいていない「近くが見づらい子ども」である。

子どもの視力は成長につれて発達する。したがって、しだいに「見える」

ようになるから、大人の視力低下と異なり、「見えた」と言う経験がない子ど

もの場合は、「ハッキリ見えなく」ても異常に気づかない。一方、大人は遠見

視力に異常がなければ「遠くが見えているなら、近くは見えるはず」との思

い込みにより、やはり子どもの近見視力の異常に気づかない。すなわち、近

見視力検査を実施しなければ、子どもの近見視力不良は発見されにくいので

ある。この理由により、本人も周囲の大人も気づいていない「近くが見づら

い子ども」といえる。

今回の近見視力検査結果では、裸眼視力が１眼でも「０．８未満」者の割合は

１４．１％（１１８人）、１眼のみ「０．８未満」者の割合は６．１％（５１人）であった。

１眼のみ「０．８未満」者は、視力が良好な眼で見るから、他方の不良眼に気づ

かないことが多い。すなわち、近見視力検査をしなければ発見されない可能
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p<０．００１

表７．眼鏡装用と近見視力検査結果（右眼）

p<０．００１

表８．眼鏡装用と近見視力検査結果（左眼）

性が大きいのである。

引き続き、家庭学習や読書などの近業において、負担を有している日常近

見視力「０．８未満」の子どもの割合を分析した。

全体では、日常近見視力「０．８未満」者の割合は、右眼の場合１２．９％（１０８

眼）、左眼の場合１１．７％（９８眼）であった。

学年別では、右眼の場合、１年生１６．２％（２１眼）、２年生１３．５％（１９眼）、

３年生１０．９％（１７眼）、４年生１２．８％（１９眼）、５年生１２．５％（１５眼）、６年生

１２．１％（１７眼）であり、学年による違いはなかった。左眼の場合、１年生

１２．３％（１９眼）、２年生１３．５％（１９眼）、３年生１１．５％（１８眼）、４年生１２．１％

（１８眼）、５年生１０．８％（１３眼）、６年生１０．０％（１４眼）で、やはり、学年によ

る違いは認められなかった。
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図４．学年別の日常近見視力（右眼）
ns

図５．学年別の日常近見視力（左眼）
ns

５．日常近見視力と視覚情報入手との関連

前述のように、「遠見視力と視覚情報入手の関連」については、!日本眼科

医会による『児童生徒の視覚検討委員会答申、２００２』の「遠見視力測定結果

の判定・解釈・指導」において具体的に示されている。一方、「近見視力と視

覚情報入手の関連」は、近見視力検査も行われていないのが現状である。今
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表９．視覚情報入手に関する調査項目

後、近見視力検査の実施に加えて、「近見視力と視覚情報入手」に関するデー

タ収集が必要と考えている。

これまでも近見視力検査に加えて「視覚情報入手に関する」質問紙調査を

行ってきた。その結果から、幼稚園児・小学生・中学生を対象とした「近見

視力不良と学習能率の関連」を報告してきている１１）が、さらなるデータ収集

により、前述の「遠見視力測定結果の判定・解釈・指導」に倣って「近見視

力測定結果の判定・解釈・指導」の作成を目指している。

本報告では、A小学校における「視覚情報入手に関する」質問紙調査と近見

視力検査の関連について報告する。

具体的には、日常近見視力A（０．８以上）グループ・B（０．７～０．５）グループ・

C（０．４～０．３）グループ・D（０．２以下）グループ間に「視覚情報入手に関す

る」違いがあるかの分析である。

表９にある１１項目（A～K）のうち、近見視力との関連が認められた項目は

図６～図１８の通りであった。

右眼の場合は、「板書を写すのに時間がかかる」「運動の中で球技が特に苦

近見視力検査の導入に向けて（５）
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図６．日常近見視力と「板書に時間がかかる」の関連（右眼）

p<０．０５

手である」「近くの物がぼやけて見えることがある」「PC画面が見づらい」「近

くの物が２つに見えることがある」「遠近感がない」「図形の問題が苦手であ

る」の７項目（図６～図１２）、左眼の場合は、「本を読むとき、文字や行をと

ばして読むことがある」「板書を写すのに時間がかかる」「近くの物がぼやけ

て見えることがある」「PC画面が見づらい」「近くの物が２つに見えることが

ある」「遠近感がない」の６項目（図１３～図１８）において、ABCD間に有意な

差異が認められた。

以上の結果、近見視力が良好なグループのほうが近見視力が不良なグルー

プに比して、視覚情報入手において負担や不便を有していないことが示唆さ

れた。学童期において近見視力検査が必要であることの根拠を示していると

考えられる。今回の質問項目は、「学校教育を円滑に進めるうえで近見視力が

必要」と考えられる項目を挙げているが、「近くが見えにくい子ども」は日常

生活においても不便や負担を有していることが懸念される。
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図７．日常近見視力と「球技が苦手」の関連（右眼）

図８．日常近見視力と「近くの物がぼやける」の関連（右眼）

図９．日常近見視力と「PC画面が見づらい」の関連（右眼）

p<０．０５

p<０．００１

p<０．００１

近見視力検査の導入に向けて（５）
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図１０．日常近見視力と「近くの物が２つに見える」の関連（右眼）

p<０．００１

図１１．日常近見視力と「遠近感がない」の関連（右眼）

p<０．０５

図１２．日常近見視力と「図形の問題が苦手」の関連（右眼）

p<０．０５
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図１３．日常近見視力と「文字や行をとばすことがある」の関連（左眼）

p<０．０５

図１４．日常近見視力と「板書に時間がかかる」の関連（左眼）

p<０．０５

図１５．日常近見視力と「近くの物がぼやける」の関連（左眼）

p<０．００１
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図１６．日常近見視力と「PC画面が見づらい」の関連（左眼）

p<０．００１

図１７．日常近見視力と「近くの物が２つに見える」の関連（左眼）

p<０．００１

図１８．日常近見視力と「遠近感がない」の関連（左眼）

p<０．０５
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５．遠見視力検査結果と近見視力検査結果の関連

最後に、遠見視力検査結果と近見視力検査結果の関連をみた（表１０・表１１）。

遠見視力「１．０以上」で近見視力「０．８以上」者の割合は、右眼５１．２％（４２７

眼）、左眼５２．５％（４３９眼）であった。そして、遠見裸眼視力「１．０以上」にも

かかわらず近見視力「０．８未満」の割合は、右眼が３．８％（３２眼）、左眼が３．７％

（３１眼）であった。この右眼３２眼と左眼３１眼は、遠見視力検査では「異常なし」

のため、近見視力検査を行わなければ発見できない近見視力不良眼である。

また、遠見視力「１．０未満」で近見視力も「０．８未満」の割合は、右眼が７．９％

（６６眼）、左眼が６．７％（５６眼）であった。この右眼６６眼と左眼５６眼は、遠見視

力検査結果後に事後措置として眼科医院を受診し、眼科医院で近見視力検査

を行えば発見されるが、眼科医院で遠見視力の管理のみが行われたなら、近

見視力の管理は困難である。したがって、眼科医院では、学校の視力検査後

に遠見視力不良者として受診しても、学校では近見視力検査が行なわれてい

ない実情を考慮して、近見視力検査も行って欲しい。

もっとも、遠見矯正視力「１．０未満」の割合は、右眼１０．８％（９０眼）、左眼

１１．４％（９５眼）も存在していることから、遠見視力の管理も行われていない

ことが懸念された。
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表１０．遠見視力と近見視力の関連（右眼）

p<０．００１

表１１．遠見視力と近見視力の関連（左眼）

p<０．００１

健康診断はスクリーニングとして行われている。大勢の人の中から、「異常

や疾病が疑われる」人を早期に発見し、専門の医療機関での受診を勧告し、

早期治療に繋げることを目的として実施している。視力検査もスクリーニン

グとして行われている。多くの眼の異常や疾病は、視力不良として現れるか
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らである。視力検査で見つかった視力不良の人は、眼科医院で精密検査を受

けることにより、「異常や疾病の有無」が判明する。異常や疾病が認められた

なら、その原因を見つけるために精密検査が行われ、視力改善のための治療

が始まる。屈折異常（近視・遠視・乱視）の場合は、日常生活における不便

や負担を少なくするために視力改善の措置（眼鏡装用・生活管理・目薬・手

術など）がとられる。眼疾患の場合は、眼疾患を治療し、視力の改善を図る。

この一連の流れの始まりが視力検査である。「検査のための検査」で終わらせ

ないようにしなければ、せっかく時間と労力をかけた視力検査も視力値を知

るだけの検査になってしまう。今回の視力検査も、定期健康診断での視力検

査の事後措置をきちんと行なっていたなら、これほど多くの日常視力不良者

は存在しなかったと考える。視力検査は、事前調査としての保健調査から始

まる。視力値を知って終了ではなく、視力不良が発見されたなら、事後措置

として眼科医院を受診し、視力管理に至るまでは終わらない。健常視力者も

視力検査で終わりではなく、健常視力の保持を図らねばならない。このこと

を、視力検査の事前指導および事後指導における健康教育を通して、子ども

や保護者に理解してもらうことが必要である。

遠見視力検査により発見された遠見視力不良者が眼科医院を受診すること

により、近見視力の管理も行われているかの検証が目的であったが、近見視

力管理以前の問題として、遠見視力検査を行っていながら遠見視力の管理も

行われていないことが判明した。そして、発見されていない近見視力不良の

子どもの存在も確認された。

【まとめ】

湖崎克氏（元小児眼科学会理事長）は、学校の視力検査後に、裸眼視力「１．０

未満」の子どもを対象に屈折集団検診を行なうための方式として「検診車を
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用いた屈折集団検診システム」を提案した。事後措置として「１．０未満」の子

どもに専門の医療機関の受診を勧告しても受診率が低いこと、逆に、勧告さ

れたすべての子どもを受け入れるには眼科医が少なすぎることなどが、この

システムの提案理由であった。そして、１９６８年に大阪市内の公立小学校で「検

診車による児童屈折集団検診」を実施し、近見視力を損なう屈折異常の子ど

もが多く存在していることを報告した。

その後、４０年を経ているが、この方式は導入されていない。湖崎氏が報告

した「多数の近見視力不良」の子どもを発見するための近見視力検査も行わ

れていない。

今回、かわばた眼科院長の川端秀仁氏の協力を得て、氏が学校眼科医を勤

めている小学校で全児童を対象に屈折検査を実施することができた。検査者

は、先に記した川端眼科の検査士５名であった。

浦安市は２００８年１０月から、１２歳未満の医療費は市が負担することになった

ため経済的負担が軽減することもあり、事後措置として眼科専門医を受診す

る子どもが増えると期待した。受診者の精密検査結果から、屈折異常の原因

を分析することにより、筆者らが進めている「近見視力不良の子ども」の存

在および原因を明らかにすることができると考えたからである。

本報告では、遠見視力と近見視力と日常視力の関連についての分析を行な

い、引き続き、遠見視力と近見視力と屈折検査の関連について分析を加える

予定であったが、日常遠見視力不良者が約４割も存在していることが大きな

問題として浮上した。今後、現行の視力検査を活かした「遠見視力の管理」

を徹底させることが課題であった。そして、眼鏡装用者の多くは、近見視力

の管理も行われていたが、発見されていない近見視力不良者が多くいること

が判明した。近見視力不良者を発見するため、早期に近見視力検査の導入が

望まれる。

紙面の都合により、本稿においては屈折検査結果の詳細を報告することは

できないが、遠見視力検査では「１．０以上」のために発見されない「弱度遠視」

「強度遠視」の子どもが多数いること、また、湖崎氏の報告した児童集団屈折
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健診結果と同じく、近見視力を損なう遠視・遠視性乱視・近視性乱視の子ど

もが全校で約３分の１強も存在している（川端眼科医分析）ことが判明して

いる。これらのことから、屈折異常度が弱度で遠見視力が良好であっても、

近見視力が不良の子どもを発見するには、近見視力検査が有効であることが

示された。

繰り返しになるが、眼科医院の検査士が全児童を対象に遠見視力検査・近

見視力検査および屈折検査を実施したのは４０年前に湖崎克氏が行なって以来

である。このことからも、本調査結果は意義深いと考える。本調査結果を有

効に使い、学校の健康診断に近見視力検査を早期に導入することを目指して、

さらなる努力をしていきたい。
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In February 2009, we tested the far－vision visual acuity and near－vi-

sion visual acuity of school children at “A” elementary school, a munici-

pal school. The purpose of the test was to examine whether the present

far visual acuity test could also identify the children whose near visual

acuity is bad. Based on the past study, we set the standard of near vis-

ual acuity at 0.8.

We recommended that children whose near visual acuity was under

0.8 see an ophthalmologist. There were many children whose far visual

acuity was under 1.0, more than half of all children, especially in the up-

per grades.

This result shows that there is concern with the control of children’s

eyesight after the test.

On the other hand, more than ten percent of the children of each grade

scored less than 0.8 in uncorrected vision. We found children who have

trouble seeing near objects who are overlooked in the present far visual

acuity test.

We have to check children’s near visual acuity in order to find chil-

dren who have trouble with near visual acuity.

For the Implementation of
a Near－Vision Visual Acuity Test (5):

The Results of Far－Vision Visual Acuity Tests
and Near－Vision Visual Acuity Tests of

Elementary School Children

Hitomi TAKAHASHI

Takashi ETO
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